公務員連絡会が特地勤務手当見直しで職員団体審議官と最終交渉－12/1

※この交渉情報は、組合員外が閲覧可能な教宣、単組ホームページ等で公開せず、組合員内部に止めてください

－時間距離の緩和、寒冷地の特別措置や経過措置も実施へ－

　公務員連絡会は、１２月１日11時から、特地勤務手当見直しに関する４回目の人事院交渉を実施した。交渉は、この間の地域代表や労働条件専門委員会による交渉を受けて、最終決着を図るために実施したもの。

　交渉には、公務員連絡会側は幹事クラス交渉委員のほか関係労組代表が臨み、人事院側は根本職員団体審議官、上山参事官らが対応した。

　交渉の冒頭、岩岬公務員連絡会副事務局長が「これまでの交渉を踏まえ、きょうは審議官から最終的な回答をいただきたい」と求めた。

　これに対し根本職員団体審議官は、「特地官署の指定基準の見直しについては、10月１日に骨格案をお示しして以来、皆さんからいただいたご意見・ご要望、ご指摘等を踏まえ、各地域・官署の個別事情、一般期と冬期間における道路状況・所要時間の相違など、その実態、実情を精査し成案を得るに至ったので、本日は、その内容を皆さんにお示しする。10月１日の案との変更点等は次のとおりである」として、次の通り答えた。人事院の見直し案は別添PDFのとおり。

１　指定基準について

(1) 本土に所在する官署については、「準特地」に係る所要時間の基準を「50分以上」から「40分以上」とする。

(2) 新たに指定する場合は、宿舎がDID等に所在する官署は、準特地として指定しない。

(3) 寒冷地域に所在する官署（寒冷地手当支給官署）については、皆さんの強いご意見に配慮し、冬期間、11月から翌３月までに限り、所要時間に１．２を乗じて基準を適用する。

(4) 離島に所在する官署の指定基準については、先般お示しした骨格案と変更はない。

２　個別補正について

　これまで皆さんからもご要望なりご指摘があった未舗装、狭隘などの特別の事情が認められる官署、及び本年４月以降に状況の変化等があった官署については、当該事情等を踏まえ適宜措置する。

３　実施時期について

　平成22年４月１日から適用する。

４　経過措置

(1) 級地の引下げまたは指定解除となる官署については、３年間の経過措置（１年目は100％、２年目70％、３年目40％）を設けることとする。

(2) 新基準による級地の引上げ及び新規官署の指定については、段階的に実施する。

具体的には、

①級地区分が引上げとなる官署のうち、２級上位となる官署にあっては平成23年４月１日（ただし平成23年度は１級上位に格付け）、それ以外の官署については平成24年４月１日からそれぞれ実施

②新たに特地官署または準特地官署に該当することとなる官署については、平成23年４月１日（ただし平成23年度は１級地を限度に格付け）から実施

５　今後の見直しついて

　特地官署等の指定については、基本指標となるDID等が５年ごとに行われる国勢調査により設定されることを考慮し、５年ごとに、定期的に見直すこととする。

　以上の検討状況の説明に対して、高倉全開発副委員長は「冬期の所要時間についてわれわれの意見を踏まえ特別に措置したこと、準特地について所要時間を40分まで広げたことなどは評価するが、現地で生活をするとDIDとの単純な距離で測れない不便度がある。

　今回、DIDとの距離は外縁までとされたが、DIDと言っても広さがありそのどこで買物等をするかによって時間距離は異なるので、それをどうするかが今後の課題だ。一般地方道といっても色々であり、個別に見ていただきたい。今回最終案が示されたが、今後の見直しに当たっては、職員が理解し納得できるように、今申し上げた点を踏まえ、十分に現地の状況を精査していただきたい」と強く要望した。

　要望に対し、根本審議官は「今回の見直しに当たっても、いくつかの官署で個別の事情は見させてもらったが、今後とも個別の事情を見ていくこととしたい」との考えを示した。

　最後に、岩岬副事務局長が「今日示された案は、現地の厳しい生活実態から見て不満である。しかし、交渉を積み上げる中で、われわれの要求を踏まえ当初案を見直したギリギリの案であることは受け止めたい。本日の提案内容については、持ち帰って機関会議で検討させていただく」として、機関会議で検討した上で、公務員連絡会としての態度を決定することを表明し、交渉を締めくくった。
